
１　決算の概要

表①　歳入歳出決算総括表

※　水道事業、病院事業を除く。

※　表及び図については、地方財政状況調査（決算統計）を参考に作成して
　おりますので、決算書と異なる部分があります。

令和４年度決算の概要

　令和４年度の一般会計及び特別会計（水道事業及び病院事業を除く）を合わせた決算
額は、歳入総額17,119,728千円で前年度に対し0.2％の増、歳出総額16,312,643千円で
前年度に対し0.3％の増となりました。
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11,171,459

国民健康保険事業費
事 業 勘 定

2,247,202

一 般 会 計 11,689,829 11,115,008 11,716,447

2,208,008 2,111,0782,152,268



２　一般会計歳入の概要

表②　一般会計歳入決算
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39,676 2.7

令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

1,493,405 12.8 1,453,729 12.4

　令和４年度一般会計歳入決算額は、11,689,829千円で、前年度に対し26,618千円、0.2％の減
となっています。各款別の構成は、表②のとおりです。
　財源区分別をみると、自主財源の割合は28.1％で前年度に対し305,601千円の増。一方、依存
財源の割合は71.9％で前年度に対し332,219千円の減となっており、依然として高い数値です。
主な増減要因としては、町税・寄附金・繰越金が微増、財政調整基金の取崩しによる繰入金の
増、抑制したことによる地方債の減があげられます。財源区分別の構成は、表③のとおりで
す。
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表③　一般会計歳入決算（財源区分別）

図①　令和4年度一般会計歳入内訳

一般会計歳入決算額

116,518

町税 12.8

（単位：千円）
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表④　町税の状況

町民税 479,166 474,062 98.9

（単位：千円）

区分 令和４年度 令和３年度 比較

調定額 収入済額 徴収率 調定額 収入済額

478,960 475,385 99.3 206 △ 1,323 △ 0.3

徴収率 調定額 収入済額 徴収率

99.1 17,889 17,305 △ 0.1

交付金 105,527 105,527 100.0 95,417 95,417

固定資産税 685,496 678,798 99.0 667,607 661,493

100.0 10,110 10,110 0.0

税目

現

年

度

分

△ 0.1

環境性能割 2,640 2,640 100.0 2,009 2,009 100.0 631 631 0.0

軽自動車税 66,206 65,076 98.3 65,450 64,392 98.4 756 684

0.0

計 1,498,988 1,486,056 99.1 1,451,753 1,441,006 99.3 47,235 45,050 △0.2

町たばこ税 159,953 159,953 100.0 142,310 142,310 100.0 17,643 17,643

△ 7.4

計 37,055 7,349 19.8 47,901

7,121 23.9 △ 7,312 △ 3,026 △ 5.7

軽自動車税 3,940 702 17.8 4,884

4,369 33.0 △ 2,590 △ 9.0

固定資産税 22,476 4,095 18.2 29,788

町民税 10,639

0.3

12,722 26.6 △ 10,846 △ 5,373 △6.8

合計 1,536,043 1,493,405 97.2 1,499,654

滞

納

繰

越

分

2,552 24.0 13,229

1,232 25.2 △ 944 △ 530

1,453,728 96.9 36,389 39,677

△ 1,817



３　一般会計歳出の概要

表⑤　一般会計歳出決算（目的別）
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図②　令和４年度一般会計歳出内訳（目的別） （単位：％）

（単位：千円）

区 分
令 和 ４ 年 度 令 和 ３ 年 度 比 較

決算額 構成比 決算額

議会費 92,275 0.8 90,450 0.8 1,825

増減額
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構成比 伸び率
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409,594 3.7 108,343
教育費 785,109 7.1

　令和４年度一般会計歳出決算額は、11,115,008千円で、前年度に対し56,451千円、0.5％の減と
なっています。
　各款別の構成は表⑤のとおりです。
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0 0.0 0
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歳 出 合 計 11,115,008 100.0 11,171,459

災害復旧費 33,764 0.3 639.8
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表⑥　一般会計歳出決算（性質別）

図③　令和４年度一般会計歳出内訳（性質別）
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表⑦　投資的経費について

（単位：千円）

国庫支出金 県支出金 町債 その他 一般財源

１.普通建設事業費 1,277,839 131,808 98,032 522,300 9,533 544,984

（1）補助事業 329,967 131,808 77,014 91,000 815 29,330

保育所等整備事業 民生費 66,212 45,521 19,600 1,091

合併処理浄化槽設置整備事業 衛生費 5,862 5,862

種子島周辺漁業対策事業
農林水産
業費

53,181 45,563 7,000 618

新規就農者育成対策事業 〃 5,904 5,904

農業水路等長寿命化・
防災減災事業

〃 30,485 21,557 4,200 815 3,913

団体営基盤整備促進事業 〃 5,700 3,990 1,600 110

橋梁長寿命化対策事業 土木費 155,532 84,245 58,600 12,687

公営住宅ストック総合改善事業 〃 4,840 2,042 2,798

史跡等購入事業 教育費 2,251 2,251

（2）単独事業 767,945 21,018 260,900 8,474 474,363

無線LAN整備事業 議会費 3,190 3,190

旧北方保育園解体事業 総務費 594 594

宮原ロケット見学場整備事業 〃 31,763 15,876 14,800 1,087

住宅取得促進助成金 〃 12,200 10,200 2,000

カーブミラー新設・修繕事業 〃 4,608 4,608

行政・教育情報システム基盤
更新事業 〃 9,603 9,603

前田地区樹木伐採作業 〃 1,540 1,540

交通安全施設整備事業 〃 2,991 2,991

庁舎施設整備事業 〃 8,558 7,964 594

平和祈念公園整備事業 民生費 13,796 13,796

内之浦地域子育て支援センタートイレ改修工事 〃 1,793 1,793

乳幼児健診用屈折検査機器購入事業 衛生費 1,221 509 712

空調機取替修繕事業 〃 1,595 1,595

林道整備事業 農林水産業費 33,186 33,186

ICT機器等畜産生産技術向上
対策事業補助金 〃 1,512 1 1,511

町単農業農村整備事業 〃 68,445 68,445

肝付町新規就農者研修施設統
合環境制御設置等事業 〃 10,285 5,142 5,143

堆肥センター修繕 〃 1,127 1,127

やぶさめの里総合公園研修室
エアコン修繕 商工費 1,383 1,383

岸良交流促進センター配管設
備修繕 〃 3,190 3,190

町道改良事業 土木費 98,001 98,001

起債道路整備事業 〃 182,256 157,000 25,256

備 考事 業 名 科 目 決 算 額
財 源 内 訳



国庫支出金 県支出金 町債 その他 一般財源
備 考事 業 名 科 目 決 算 額

財 源 内 訳

河川改修事業 〃 9,890 9,890

公園倒木伐採処分作業 〃 2,266 2,266

住宅リフォーム支援助成事業 〃 8,344 8,300 44

公営住宅等改修事業 〃 59,417 39,700 19,717

避難所備品整備事業 消防費 3,951 3,951

北方分団詰所整備事業 〃 125,247 30,900 94,347

岸良分団詰所屋上防水工事 〃 1,980 1,980

防火水槽整備事業 〃 6,402 6,402

消火栓改修工事 〃 5,010 5,010

消火栓新設負担金 〃 755 755

高山小学校パソコン室空調機器改修工事 教育費 4,180 4,180

学校施設修繕事業 〃 7,051 7,051

高山中部室再築工事 〃 528 528

文化センターホールプロジェクター導入事業 〃 2,640 2,640

文化センター修繕事業 〃 1,320 1,320

内之浦銀河アリーナ修繕事業 〃 3,180 3,180

道隆寺跡修繕事業 〃 1,848 1,848

船間地区研修センター修繕事業 〃 1,227 1,227

内之浦武道館屋根塗装修繕事業 〃 1,441 1,441

総合グラウンド整備事業 〃 1,298 1,298

学校用一般備品 〃 1,167 1,167

校内ネットワーク基盤更新整備 〃 15,279 15,279

空調取替修繕事業 〃 1,848 1,848

体育施設等修繕事業 〃 7,788 7,788

肝付町学校給食センター修繕事業 〃 1,051 1,051

（3）県営事業負担金 179,927 167,200 244 10,727

農地整備事業（畑地帯担い手
支援型）第七肝付地区負担金

農林水産
業費 4,144 3,900 244 244

農業水路等長寿命化・防災減
災事業境溝頭首工地区負担金 〃 574 500 74

農地整備事業（畑地帯担い手
育成型）第四肝付地区負担金 〃 24,438 23,100 1,338

県営農業水利施設保全合理化事業
（第三笠野原地区）負担金 〃 1,383 1,200 183

農地整備事業（畑地帯担い手育成型）第五・
第六肝付地区負担金 〃 47,775 45,300 2,475

農地整備事業（畑地帯担い手育成
型）第二吾平東部地区負担金 〃 4,502 4,200 302

農地整備事業（畑地帯担い手
支援型）第三肝付地区負担金 〃 3,400 3,200 200

農地整備事業（経営体育成
型）第三新富地区負担金 〃 60,828 57,700 3,128

農業水路等長寿命化・防災減
災事業下之門揚水機場負担金

〃 1,650 1,500 150

農村地域防災減災事業(河川応
急)堂之下地区負担金 〃 720 600 120



国庫支出金 県支出金 町債 その他 一般財源
備 考事 業 名 科 目 決 算 額

財 源 内 訳

県営農業水路等長寿命化防災・減災事業（笠
野原①）地区負担金 〃 304 300 4

農業水路等長寿命化・防災減
災事業池之園揚水機場負担金 〃 4,719 4,400 319

農業水路等長寿命化・防災減災事
業前田3工区揚水機場負担金 〃 1,650 1,500 150

県営事業負担金（漁港整備事
業）

〃 21,840 19,800 2,040

地方特定道路整備事業負担金 〃 2,000 2,000 0

(4)国直轄事業負担金

２．災害復旧費 33,764 3,200 30,564

単独事業費 33,764 3,200 30,564

投資的経費合計 1,311,603 131,808 98,032 525,500 9,533 575,548



４　地方債の概要

表⑧　地方債現在高

図④　地方債年度末現在高の推移

（単位：千円）

12,373,681 12,236,349 11,662,468

3,308,118 3,043,325

24,212 21,903 19,109

2,950 2,725 2,500

864,222 747,665

96,007 78,314

86,612 71,379 56,705

268,979 292,874

3,458,291

967,098 842,448

113,774

1,043,198

988,949

661,419

412,275

474,355

412,545

216,356 337,496

414,860

472,021 458,203

27,748

1,179,199

243,800

1,624,411

令和元年度末 令和２年度末 令和３年度末 令和４年度末

1.普通債

(1)総務債

10,272,314

797,562

11,438,575

783,920

区分 平成30年度末

362,558

2,618,175 2,571,314 2,518,445

2,018,391 2,220,222 2,242,357

12,259,907

(3)その他災害

計

(8)教育債

(9)公営住宅債

(10)その他債

2.災害復旧債

(1)公共土木災害

(2)農地農林災害

(4)農林水産業債

(5)商工債

(6)土木債

(7)消防債

11,569,464

　令和４年度末地方債現在高は、11,662,468千円で、前年度に対し573,881千円、4.7％の減と
なっています。
　　今後も計画的に事業を行い、世代間負担の公平性を勘案しつつ、借入利率や交付税措置率が
良い地方債を選択し、適切に執行していきます。
　各区分の地方債現在高は、表⑧のとおりです。

0 0 0

（単位：千円）

3.国民宿舎事業債 0 0

1,575

1,082,436

956,039

186,483

3,612,429

130,889

103,178

26,136

270,650

(2)民生債

(3)衛生債

1,800

10,402,576

914,149

171,157

405,100

132,328

100,714

1,090,095

2,091,363

490,239

1,698,238

339,700

89,176

3,823,065

130,262

12,140,342 11,584,154

759,267 718,327

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

一般会計債 10,402,576 11,569,464 12,373,681 12,236,349 11,662,468

9,000,000

10,000,000

11,000,000

12,000,000

13,000,000
一般会計債



５　基金の状況

2年度
3年度
4年度

　令和４年度末基金残高は、6,063,722千円で、前年度に対し0.8％の増となりました。

　内訳として、財政調整基金から272,494千円の取り崩しに対し296,476千円の積み立て

（23,982千円増）、減債基金は取り崩しがなかったのに対し1,293千円の積み立て（1,293千

円増）、地域振興基金をはじめとする特定目的基金から249,191千円の取り崩しに対し

270,457千円の積み立て（21,266千円増）となっています。今後の地方交付税等の動向に留

意しながら、基金の積立てに努め、引き続き財政健全化へ取り組んでいきます。

（単位：千円）図⑤　積立基金の年度末現在高の推移

0

1,000,000

2,000,000

3,000,000

4,000,000

5,000,000

6,000,000

7,000,000

30年度 元年度 2年度 3年度 4年度

特定目的基金 2,628,404 2,638,477 2,469,251 2,548,879 2,570,145

減債基金 580,000 585,000 611,887 608,027 609,320

財政調整基金 3,334,455 3,054,528 2,640,146 2,860,275 2,884,257

3,334,455
3,054,528

2,640,146 2,860,275
2,884,257

580,000
585,000

611,887
608,027 609,320

2,628,404
2,638,477

2,469,251
2,548,879 2,570,145

財政調整基金 減債基金 特定目的基金

6,017,181 6,063,722

6,542,859
6,278,005

5,721,284



６　財政指標

表⑨　各種財政指標の推移 （単位：千円）

区 分
指　数

令 和 元 年 度 令 和 ２ 年 度

1,580,642

5,728,308

　本町では、財政力指数において、財政力が弱い数値で推移しています。

　経常収支比率は、92.7％と前年度に対して3.1ポイント増加しました。依然として財政の硬直化傾向は

続いていることから、今後も更なる経費削減に努める必要があります。

　また、実質公債費比率においては、地方債償還額の増加に伴い令和４年度は7.2％と増加していま

す。引き続き、普通建設事業等を計画的に執行し、安定した行政サービスを提供できるように、適正な

財政運営に努めていく必要があります。

　なお、各種財政指標の推移については表⑨のとおりです。

実質公債費比率（3ヶ年平均）

連 結 実 質 赤 字 比 率

実 質 赤 字 比 率

93.7

-

経 常 収 支 比 率

0.29

1,892,372

5.7

標 準 財 政 規 模
（臨時財政対策債を含む）

5,830,409

財政力指数 （ 3ヶ年平均 ）

標 準 税 収 入 額

実 質 収 支 比 率

1,497,970

5,397,935

1,574,835基 準 財 政 収 入 額

基 準 財 政 需 要 額

指　数指　数指　数

1,515,524

-

-

6,341,096

1,893,650

0.28

令 和 ３ 年 度 令 和 ４ 年 度

89.6

6,186,906

1,976,513

8.6

- -

6.5

--

6.1 7.2

※　実質赤字比率、連結実質赤字比率については、赤字でないため、比率は「－」で表示しています。

※　将来負担比率については、マイナス表示となるため、比率は「－」で表示しています。

将 来 負 担 比 率 -

6.0

- -

0.28

5,722,117

9.2

92.7

-

5,180,175

5,990,122

-

92.2

1,969,973

0.29

8.9



７　その他

【歳入】 市町村交付金（社会保障財源化分） 94,297 千円

【歳出】 千円

【社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費】 【単位：千円】

789,764 582,493 0 831 206,440 27,442

789,764 582,493 0 831 206,440 27,442

421,560 44,245 0 0 377,315 50,157

195,420 98,492 0 0 96,928 12,885

616,980 142,737 0 0 474,243 63,042

109,007 78,614 0 1,707 28,686 3,813

109,007 78,614 0 1,707 28,686 3,813

1,515,751 803,844 0 2,538 709,369 94,297

引き上げ分の市町村交付金（社会保障財源化分）が充てられる社会保障４経費（※）

その他社会保障施策に要する経費

社会保障４経費その他社会保障施策に要する経費 1,515,751

事　　業　　名 経　費

財　　源　　内　　訳
特　別　財　源 一　般　財　源

国　県
支出金

地方債 その他
うち引き上げ分の地方
消費税（社会保障財源
化分の市町村交付金）

社会福祉

障害者福祉サービ
ス事業

小　計

合　　計

※社会保障４経費とは、消費税法第１条第2項により、「消費税の収入については、地方交付税法（昭
和25年法律第211号）に定めるところによるほか、毎年度、制度として確立された年金、医療及び介護
の社会保障給付並びに少子化に対処するための施策に要する経費に充てるものとする。」とされてお
り、年金、医療、介護、子育てにかかる経費をいいます。

社会保険

介護保険事業

国民健康保険事業

小　計

保健衛生
高齢者医療事業

小　計


